
事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【児童手当支給事業（被用者）】

人 人

【児童手当支給事業（非被用者）】

人 人

*用語の説明

５．事業費 （被用者分） （単位：千円） （非被用者分） （単位：千円）

20 21 20 21

一般財源 - 8,068 15,2408,060 - 14,384

その他特定財源

地方債

14,383

県支出金 1/10 7,764 7,940 1/3 14,010 14,383

- 43,260 43,150

財
源
内
訳

国庫支出金 8/10 62,112 63,520 1/3 14,010

事　業　費 - 77,944 79,520

『非被用者』：被用者及び公務員ではないもの。①国民年金被保険者、②その他

率 年度決算 年度決算 率 年度決算 年度決算

43,150 千円

『被用者』（法１８条第１項）：①厚生年金保険の被保険者、②私立学校教職員共済制度の加入者、③国家公務員共済組合

及び地方公務員共済組合法及びその連合会に使用される者等、④独立行政法人、日本郵政公社の職員等

712 7,120 千円 4,315

延児童数（見込） 事業費 延人数 事業費

79,520 千円

平成22年度 平成21年度

1,312 13,120 千円 7,952

４．平成２１年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

延児童数（見込） 事業費 延人数 事業費

根拠法令等 児童手当法 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

児童養育している者への生活安定の支援

・児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭における生活の安定に寄与するとともに、次世代の
社会をになう児童の健全な育成及び向上に資することを目的とする。
・2月、6月、10月に前月分までの手当てを支給

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童措置費

対象（何、誰のために）
①日本国内に居住している、②３歳未満の児童を監護し、生計を維持している、③児童手
当法施行令第３条で定める所得未満

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 児童手当支給事業（被用者・非被用者） 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【児童手当支給事業（特例給付）】

人 人

５．事業費 （単位：千円）

20 21

※精算に係る次年度返還金

0

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源 -100

地方債

520

県支出金

国庫支出金 700

事　業　費 - 700 420

42 千円

率 年度決算 年度決算

10 100 千円 42

４．平成２１年度事業の成果

平成22年度（見込） 平成21年度

延児童数 事業費 延人数 事業費

根拠法令等 児童手当法 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

児童養育している者への生活安定の支援

・児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭における生活の安定に寄与するとともに、次世代の
社会をになう児童の健全な育成及び向上に資することを目的とする。
・2月、6月、10月に前月分までの手当てを支給

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

対象（何、誰のために）

①日本国内に居住している、②３歳未満の児童を監護し、生計を維持している、③所得制
限により児童手当が支給されない被用者または公務員であって、政令で定める一定の所
得未満のもの

予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 民生費

児童福祉費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童措置費

課長名 小橋川健次

中項目 保健福祉の充実

担当課 福祉課

事業名 特例給付支給事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【小学校修了前特例給付事業（被用者）】

人 人

【小学校修了前特例給付事業（非被用者）】

人 人

*用語の説明

及び地方公務員共済組合法及びその連合会に使用される者等、④独立行政法人、日本郵政公社の職員等

『非被用者』：被用者及び公務員ではないもの。①国民年金被保険者、②その他

５．事業費 （被用者） （単位：千円） （非被用者） （単位：千円）

20 21 20 21

一般財源 - 51,726 32,14851,541 1/3 29,985

その他特定財源

地方債

29,995

県支出金 50,643 51,542 1/3 30,250 29,995

- 92,648 89,975

財
源
内
訳

国庫支出金 50,643 51,542 1/3 30,250

事　業　費 - 153,012 154,625

89,975 千円

『被用者』（法１８条第１項）：①厚生年金保険の被保険者、②私立学校教職員共済制度の加入者、③国家公務員共済組合

率 年度決算 年度決算 率 年度決算 年度決算

2,416 14,720 千円 14,767

延児童数 事業費 延児童数 事業費

154,625 千円

平成22年度（見込数） 平成21年度

4,290 25,590 千円 25,921

４．平成２１年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

延児童数 事業費 延人数 事業費

根拠法令等 児童手当法 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

児童養育している者への生活安定の支援

・児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭における生活の安定に寄与するとともに、次世代の
社会をになう児童の健全な育成及び向上に資することを目的とする。
・2月、6月、10月に前月分までの手当てを支給

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童措置費

対象（何、誰のために）

①日本国内に居住している、②３歳以上小学校終了前児童を監護し、生計を維持してい
る、③所得制限により児童手当が支給されない被用者または公務員であって、政令で定め
る一定の所得未満のもの

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 小学校修了前特例給付事業（被用者・非被用者） 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 4

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な事業内容】

・児童館業務嘱託員報酬

・年休代替等児童館業務嘱託員報酬

・各種講座講師料

・児童館警備委託料 など

各児童館で勤務する児童厚生員、年休代替嘱託員の報酬をはじめ、３館合同の各種講座講師料、児童館の

警備委託料など、各児童館を運営するうえで共通する基本的な内容となっている。

事業の成果としては、各児童館のスムーズな運営を図ることができた点において、一定の評価をしたい。

５．事業費 （単位：千円）

20 21

14,909

財
源
内
訳

一般財源 - 14,923

その他特定財源

地方債

24

県支出金

国庫支出金 1/2 27

事　業　費 - 14,950 14,933

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 児童福祉法第40条に規定する児童厚生施設 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操をゆたかにすることを目的とす
る。

当事業は町内３児童館を管理・運営するための基本的な内容となっている。例えば児童厚生員の報酬、それを補う
年休代替嘱託員の報酬、さらには児童館警備、施設保守点検などの各種委託料である。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

対象（何、誰のために） 乳幼児から児童生徒（５才以下は保護者同伴）

予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 民生費

児童福祉費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童福祉施設費

課長名 小橋川健次

中項目 保健福祉の充実

担当課 福祉課

事業名 児童館事務運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 4

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【利用状況】 【主な事業内容】

・児童館まつり

・親子体操（リトミック）

・文化講座

・親子社会見学

・おばけやしき

【事業費】 単位：千円

児童の健全育成､子育て支援を図るため､様々な

事業を展開した。

しかし､２１年度は新型インフルエンザの影響もあり

利用者数は減少傾向となった。

５．事業費 （単位：千円）

20 21

3,456

財
源
内
訳

一般財源 - 3,213

その他特定財源

地方債

70

県支出金

国庫支出金 71

事　業　費 - 3,284 3,526

合計 3,526 3,284

率 年度決算 年度決算

西原東児童館 1,003 1,114

坂田児童館 1,544 1,064

H21事業費 H20事業費

西原児童館 979 1,106

坂田児童館 18,638 20,632

合計 45,377 52,293

西原児童館 12,373 13,543

西原東児童館 14,366 18,118

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

延利用者数 延利用者数

根拠法令等 児童福祉法第40条に規定する児童厚生施設 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操をゆたかにすることを目的とす
る。

遊びを通じての集団的・個別的指導を基本に、健康の増進、放課後児童の育成・指導、母親クラブ等の地域組織
活動の育成・助長、年長児童の育成・指導、子育て家庭への相談等

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童福祉施設費

対象（何、誰のために） 乳幼児から児童生徒（５才以下は保護者同伴）

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 西原、西原東、坂田児童館運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 5

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【母子父子家庭等医療費助成事業】

人 人

※自己負担→１診療機関につき1月、1,000円（通院のみ）・入院分の自己負担はなし

５．事業費 （単位：千円）

20 21

5,152

財
源
内
訳

一般財源 - 5,301

その他特定財源

地方債

県支出金 1/2 5,301 5,078

国庫支出金

事　業　費 - 10,602 10,230

10,602 千円

率 年度決算 年度決算

1,150 10,219 千円 1,112

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

件数 助成額 件数 助成額

根拠法令等
・沖縄県母子及び父子家庭等医療費助成事業実施要綱
・西原町母子及び父子家庭等医療費助成事業実施要綱 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

母子及び父子家庭等の生活の安定と自立を支援する。

母子及び父子家庭等に対し、医療費の一部を助成する事により、母子及び父子家庭等の生活の安定と自立を支
援し、もって母子及び父子家庭等の福祉の増進を図る。（医療機関の領収書提示のうえ窓口にて申請後に償還払
い）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 母子福祉費

対象（何、誰のために） 母子家庭の母と児童・父子家庭の父と児童・養育者が養育する父母のない児童

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川建次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 母子父子家庭等医療費助成事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

2 節 項 1

2 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【予防接種実施状況】

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

５．事業費 （単位：千円）

20 21

34,870

財
源
内
訳

一般財源 - 40,642

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 40,642 34,870

113

率 年度決算 年度決算

日本脳炎 5,128 331 3,994

381

MR　   4期 481 405 451 359

MR 　　3期 427 387 425

373

ＭＲ　　2期 430 417 421 373

ＭＲ　　1期 407 373 390

503 308 556 429

378 433 403

ポリオ
1回 644 364 840 430

2回

1,246 2,118 1,268

追加 833 373 1,347 447ＤＰＴ
1期

初回 1,707

2期 446

４．平成２１年度事業の成果

種別
平成21年度 平成20年度

対象者 実施者 対象者 実施者

根拠法令等 予防接種法 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

予防接種をすることで防げる疾病や感染症の蔓延を未然に防ぐ。

①抵抗力の弱い乳幼児・学童を対象に予防接種を行う。
定期予防接種
１．集団接種(ポリオ・ＢＣＧ・ＤＴ）　　２．個別接種（ＤＰＴ・ＭＲ・日本脳炎）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 42,484

小項目 児童の保健福祉の充実 予防費

対象（何、誰のために） 乳幼児、学童、中学生１年生(１３歳）、高校生３年生(１８歳）、高校1年～2年（22年度のみ）

衛生費

中項目 保健福祉の充実 保健衛生費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 予防接種事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

2 節 項 1

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【１才６ヶ月児健康診査】

人 人 人 人

【３才児健康診査】

人 人 人 人

【２才児歯科健康診査】

人 人 人 人

【乳児一般健康診査】

人 人 人 人

【妊婦健康診査】

人 人 人 人

５．事業費 （単位：千円）

20 21

32,146

財
源
内
訳

一般財源 - 16,785

その他特定財源

地方債

県支出金 9,074

国庫支出金

事　業　費 - 16,785 41,220

率 年度決算 年度決算

626 1,763 0 0

対象者 述べ人員 歯科健診 要精査数

821 725 0 23

対象者 一般健診 歯科健診 要精査数

399 0 219 0

対象者 一般健診 歯科健診 要精査数

397 315 313 21

対象者 一般健診 歯科健診 要精査数

376 326 325 10

４．平成２１年度事業の成果

対象者 一般健診 歯科健診 要精査数

根拠法令等 母子保健法 関連計画等 次世代育成支援計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

乳幼児健診や訪問指導によって、乳幼児の保健水準の向上が見込まれる。

乳幼児の健康の保持増進を図ることを目的に一般健康診査、歯科健康診査及び精密健康診査を実施し、また、妊
婦の訪問指導を行う。平成２２年度より小児慢性特定疾患児日常生活用具の給付事業を行い、日常生活の便宜を
図る。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 17175

小項目 児童の保健福祉の充実 母子保健費

対象（何、誰のために） 乳幼児及びその保護者

衛生費

中項目 保健福祉の充実 保健衛生費

担当課 福祉課 課長名 小橋川建次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 乳幼児健診事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

2 節 項 1

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【乳幼児医療費助成事業】

人 人

５．事業費 （単位：千円）

20 21

23,113

財
源
内
訳

一般財源 - 21,645

その他特定財源

地方債

県支出金 1/2 20,254 20,510

国庫支出金

事　業　費 - 41,899 43,623

41,899 千円

率 年度決算 年度決算

37,444 43,623 千円 40,667

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

件数 事業費 件数 事業費

根拠法令等 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

乳幼児の疾病の早期発見と早期治療を促進し、乳幼児の健全な育成を図る。また、子育て
世帯の経済的負担軽減を図る。

０歳から３歳児の通院分：被保険者の一部負担額を補助（３歳児の通院については、１ヶ月１診療機関（薬局を含
む）につき1,000円の自己負担あり。中学卒業までの入院分：被保険者の一部負担額

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 母子保健費

対象（何、誰のために）

医療保険各法の規定による被保険者又は被扶養者であり、かつ所得が児童手当法施行
令で定められた所得額未満の者であり、通院は４歳未満、入院については中学卒業前の
児童の保護者

衛生費

中項目 保健福祉の充実 保健衛生費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 小児医療費助成事業 事業種別 1. 新規 2. 継続

109



事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

2 節 項 1

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【母子保健手帳交付状況】 【母子保健推進員活動】 （20人）

人 人 回 回

【ベビースクール】 【新生児乳児訪問】

回 人 回 人 人

【栄養強化事業】

５．事業費 （単位：千円）

20 21

4,936

財
源
内
訳

一般財源 - 1,199

その他特定財源

地方債

810

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 1,199 5,746

率 年度決算 年度決算

2 3 5

平成20年度 5 1 6 29 5 34

平成21年度 2 3 5

区分
牛乳支給人数 牛乳支給延件数

妊産婦 乳児 計 妊産婦 乳児 計

平成21年度 平成20年度 平成21年度

23 288 23 206 72

430 399 685 660

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度 平成21年度 平成20年度

根拠法令等 母子保健法 関連計画等 次世代育成支援計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

妊産婦･乳幼児への母子保健サービスの充実強化を図ることで、母子保健水準の向上が
期待される。

母子保健水準の向上を図ることを目的に、母子保健推進員活動、育児支援、栄養強化事業、思春期教育等を実施
する。また、生後4ヶ月児の全戸訪問事業(こんにちは赤ちゃん事業)実施し、地域の中で子どもが健やかに成長出
来るように子育て支援を行う。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 母子保健費

対象（何、誰のために） 乳幼児、児童生徒及びその保護者など。

衛生費

中項目 保健福祉の充実 保健衛生費

担当課 福祉課 課長名 小橋川建次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 母子保健事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

20 千円

５．事業費 (単位：千円）

20 21

0

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

地方債

26,078

県支出金

国庫支出金

年度決算

事　業　費 - 26,078

支給開始年月日：平成21年4月1日

事業完了年月日：平成21年10月14日

率 年度決算

４．平成２１年度事業の成果

支給対象となる子の数　：　717人

総手当支給額：25,812,000円

事務費：266,000円

根拠法令等 平成20年度子育て応援特別手当交付金交付要綱 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

多子世帯の幼児教育期の子育ての負担に対し配慮し、子育てを行う家庭における生活安
心の確保に資する。

平成20年度において小学校就学前３年間に属する子（平成14年4月2日～平成17年4月1日までの子）であって、第
２子以降である児童の属する世帯の世帯主に対して、対象となる子ども１人あたりにつき36,000円を支給する。

事業期間 平成 年度　（～平成21年度　繰越明許） 総事業費 26078

小項目 児童の保健福祉の充実 児童福祉総務費

対象（何、誰のために） 平成20年度において、小学校就学前３年間の第２子以降の子の属する世帯の世帯主

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川建次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 子育て応援特別手当事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 1

3 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な事業内容】

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

５．事業費 （単位：千円）

20 21

10,054

財
源
内
訳

一般財源 - 7,211

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金 1/2以内

事　業　費 - 7,211 10,054

率 年度決算 年度決算

町身体障害者協会補助金補助金 414 414

町障がい児者父母の会補助金 316 316

沖縄県肢体不自由児協会負担金 20 21

沖縄県精神保健福祉協会負担金 20 20

沖縄県手をつなぐ育成会負担金 40 42

沖縄県身体障害者スポーツ大会負担金 23 23

沖縄県視覚障害者福祉協会負担金 20 21

沖縄県身体障害者福祉協会負担金 50 60

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

根拠法令等 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

障害福祉事務運営の安定化を図る。

障害福祉事務の運営に係る事業
（非常勤報酬、消耗品費、システム保守委託料、計画策定委託料、各種団体負担金・補助金等）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 障害者（児）保健の充実 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 障害福祉全般

民生費

中項目 保健福祉の充実 社会福祉費

担当課 介護支援課 課長名 玉城澄枝
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉なまち

事業名 障害者福祉事務運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 1

3 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【手話通訳者設置事業】

・概要、実績 ８時３０～１７時１５分まで常勤し聴覚障害者からの相談及び手続き等のサポートを行っている。

庁舎内　１６３件　　　庁舎外　２６９件　　　合計　４３２件

【手話奉仕員等派遣事業】

・概要、実績 町内各種行事での手話通訳者を派遣する事業を行い聴覚障害者の社会参加を促進している。

又、教育や医療機関等に動向しサポートに努める。

派遣回数　７６件　　派遣人数　１８名

【手話奉仕員養成事業】

・概要、実績 聴覚障害者のコミュニケーション支援を図り、聴覚障害者について理解と認識を深めるために、

日常生活に必要な手話及び手話表現技術を持つ手話奉仕員の養成を行っている。

（社協へ委託して実施）

講座回数　３３回　　　受講者数　２３０名

５．事業費 （単位：千円）

20 21

1,228

財
源
内
訳

一般財源 - 821

その他特定財源

地方債

1,192

県支出金 1/4以内 820 597

国庫支出金 1/2以内 1,640

事　業　費 - 3,281 3,017

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 西原町障害者コミュニケーション支援事業実施要綱、西原町手話奉仕
員養成事業実施要綱 関連計画等 障害福祉計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

手話通訳や要約筆記をできる人を派遣することによりコミュニケーションを円滑にし、よりよ
い地域生活を営む。

聴覚障害者等のコミュニケーション保障をするために、手話通訳嘱託員の役場窓口設置や聴覚障害者の依頼に応
じて手話通訳者を派遣する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 障害者（児）保健福祉の充実 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 聴覚障害者等コミュニケーションに支援が必要な方へ

民生費

中項目 保健福祉の充実 社会福祉費

担当課 介護支援課 課長名 玉城澄枝
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 手話通訳事務運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 1

3 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【福祉リサイクル事業】

（委託先：西原町社会福祉協議会）

継続 26 件 新規 104 件

継続 11 件 新規 13 件

継続 2 件 新規 9 件

継続 1 件 新規 4 件

新規 2 件

新規 4 件

５．事業費 （単位：千円）

20 21

45

財
源
内
訳

一般財源 - 25

その他特定財源

地方債

37

県支出金 1/4以内 25 18

国庫支出金 1/2以内 50

事　業　費 - 100 100

率 年度決算 年度決算

エアーマット 1 マットのみ1件

計 177

松葉杖 2

ポータブルトイレ 4

シャワーチェア 11

歩行器 5

車イス 130

特殊ベット 24

４．平成２１年度事業の成果

機器名 件数 備考

根拠法令等 西原町福祉機器リサイクル事業実施要綱 関連計画等 障害福祉計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

一時的にでも必要になる方々を含め、福祉用具が必要な方によりよい地域生活を営んでも
らう。

各家庭等で要らなくなった介護用品を譲ってもらい、修理して、必要な方へ貸与する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 障害者（児）保健福祉の充実 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 福祉用具を必要とする方

民生費

中項目 保健福祉の充実 社会福祉費

担当課 介護支援課 課長名 玉城澄枝
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 福祉機器リサイクル事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 1

3 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な事業内容】

（委託先：点字広報：沖縄県視覚障害者福祉協会、声の広報：西原町社会福祉協議会）

件 件

件 件

５．事業費 （単位：千円）

20 21

481

財
源
内
訳

一般財源 - 307

その他特定財源

地方債

453

県支出金 1/4以内 305 226

国庫支出金 1/2以内 611

事　業　費 - 1,223 1,160

率 年度決算 年度決算

120 206 千円

声の広報発行事業委託料 180 955 千円 204 1,018 千円

点字広報発行事業委託料 120 206 千円

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

根拠法令等 西原町点字・声の広報等発行事業実施要綱 関連計画等 障害福祉計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

障害をもっている方に対しても、障害のない方と同様の情報保障を行う。

視覚障害者に対し、町の広報誌や社協の広報誌等を点字版又はカセットテープに録音して配布し、情報提供を行
う。点字広報については、沖縄県視覚障害者福祉協会、声の広報については西原町社協に委託して実施してい
る。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 障害者（児）保健福祉の充実 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 視覚障害者

民生費

中項目 保健福祉の充実 社会福祉費

担当課 介護支援課 課長名 玉城澄枝
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 点字広報・声の広報発行事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 1

3 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【重度身体障害者移動支援事業】

（委託先：西原町社会福祉協議会）

件 件

５．事業費 （単位：千円）

20 21

424

財
源
内
訳

一般財源 - 387

その他特定財源

地方債

549

県支出金 1/4以内 385 274

国庫支出金 1/2以内 771

事　業　費 - 1,543 1,247

率 年度決算 年度決算

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

1,021 1,247 千円 1,059 1,543 千円

根拠法令等 西原町重度身体障害者等移動支援事業実施要綱 関連計画等 障害福祉計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

車椅子ごと乗れるリフトバスを運行することにより、屋外での移動を支援する。

事業の運営を町社会福祉協議会に委託し、リフト付きワゴン車を運行することにより、身体障害者等の生活圏を拡
大し、もって社会福祉の増進を図る。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 障害者（児）保健福祉の充実 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 車椅子を常用している障害者

民生費

中項目 保健福祉の充実 社会福祉費

担当課 介護支援課 課長名 玉城澄枝
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 重度身体障害者移動支援事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 1

3 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【身体障害者日常生活用具給付事業】

件 件

.

５．事業費 （単位：千円）

20 21

2,544

財
源
内
訳

一般財源 - 1,036

その他特定財源

地方債

2,201

県支出金 1/4以内 1,035 1,101

国庫支出金 1/2以内 2,071

事　業　費 - 4,142 5,846

率 年度決算 年度決算

４．平成２1年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

462 5,846 千円 370 4,142 千円

根拠法令等 西原町障害者日常生活用具給付事業実施要綱 関連計画等 障害福祉計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

日常生活で必要な福祉用具を給付し、地域生活を円滑に行えるように支援する。

在宅で生活している障害者に対し、特殊ベッド等の日常生活用具を給付する事によって、日常生活の便宜を図る。
（平成19年6月以降身体障害児より組替え）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 障害者（児）保健福祉の充実 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 障害者（主に身体障害者）

民生費

中項目 保健福祉の充実 社会福祉費

担当課 介護支援課 課長名 玉城澄枝
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 身体障害者日常生活用具給付事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 1

3 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【更生訓練費等給付事業】

件 件

５．事業費 （単位：千円）

20 21

66

財
源
内
訳

一般財源 - 57

その他特定財源

地方債

55

県支出金 1/4以内 56 28

国庫支出金 1/2以内 112

事　業　費 - 225 149

率 年度決算 年度決算

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

40 149 千円 48 224 千円

根拠法令等 西原町障害者更生訓練費給付事業実施要綱 関連計画等 障害福祉計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

効果的な訓練を実施し、一般就労への移行を促進する。

授産施設等において訓練を受ける際の参考書等の購入費用や通所にかかる交通費等を給付し、訓練の効率的実
施を促進する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 障害者（児）保健不福祉の充実 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 施設訓練を受けている障害者

民生費

中項目 保健福祉の充実 社会福祉費

担当課 介護支援課 課長名 玉城澄枝
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 更生訓練費等給付事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 1

3 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【障害者移動支援事業】

件 件

５．事業費 （単位：千円）

20 21

1,116

財
源
内
訳

一般財源 - 1,816

その他特定財源

地方債

955

県支出金 1/4以内 644 477

国庫支出金 1/2以内 1,288

事　業　費 - 3,748 2,548

率 年度決算 年度決算

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

175 2,549 千円 324 3,748 千円

根拠法令等 西原町障害者移動支援事業実施要綱 関連計画等 障害福祉計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

外出の手段を確保し、障害者の社会参加を促進する。

屋外での移動が困難な障害者に対し、ガイドヘルパーを派遣するなどにより、屋外での移動を支援し、外出の手段
を確保する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 障害者（児）保健福祉の充実 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 視覚障害者等の屋外での移動が困難な障害者

民生費

中項目 保健福祉の充実 社会福祉費

担当課 介護支援課 課長名 玉城澄枝
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 障害者移動支援事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 1

3 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【日中一時支援事業】

件 件

５．事業費 （単位：千円）

20 21

1,161

財
源
内
訳

一般財源 - 692

その他特定財源

地方債

966

県支出金 1/4以内 356 483

国庫支出金 1/2以内 712

事　業　費 - 1,760 2,610

率 年度決算 年度決算

４．平成２１年度事業の成果

平成21年度 平成20年度

987 2,610 千円 420 1,424 千円

根拠法令等 西原町障害者日中一時支援事業実施要綱 関連計画等 障害福祉計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

障害者の他者との交流を促進し、また介護者の休養の時間を確保する。

介護者仕事のための介護支援及び介護者の休養を目的として障害者の日中活動の場を提供する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 障害者（児）保健福祉の充実 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 在宅で生活する障害者

民生費

中項目 保健福祉の充実 社会福祉費

担当課 介護支援課 課長名 玉城澄枝
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 日中一時支援事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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